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国際司法裁判所 
テロ資金供与防止条約および 
人種差別撤廃条約の適用事件 
（ウクライナ対ロシア）（暫定措置命令・2011年４月19日）（1）
李　　　禎　之
一　事　　実
・事件の背景（2）
　2013年８月にウクライナのヤヌコヴィチ大統領（当時）は EU との連合協定の仮調印を
済ませたものの，同年11月，ロシアの圧力を受けて調印を見送った。これに EU 寄りの野
党勢力が強く反発し，ウクライナ国内は大規模な反政府デモが発生するなど騒乱状態に陥
る。ロシアの支援を受けたヤヌコヴィチ大統領が事態を収拾できず首都キエフを脱出した
後，ウクライナ議会は2014年２月22日にヤヌコヴィチ大統領を解任し，21日には親欧米の
暫定政権が成立するに至る。
　こうした中，ロシアは，ウクライナ東部地域において，親ロシア武装集団への武器供与
等の支援を行うなど，ウクライナに対する軍事的な介入を強化していった，といわれてい
る。ウクライナによると，上記の親ロシア武装集団は，ウクライナ政権に武力抵抗するの
みならず，市民にも危害を加えているテロリスト集団である，とされる。
　また，クリミア自治共和国では，ウクライナ暫定政権への移行に反対する親ロシア派の
デモが拡大し，反ロシア派住民との間に衝突が発生する。ロシアは，親ロシア（ヤヌコヴ
ィチ）政権が崩壊したウクライナ領内でロシア軍を活動させることを議会で承認し，クリ
ミアへの軍事介入を行う。2014年３月11日，クリミア自治共和国議会はクリミア独立宣言
を採択し，16日にロシアへの編入の是非を問う住民投票を実施した結果，ロシア編入の賛
判例研究
⑴　Application de la convention internationale pour la répression du financement du terrorisme
et de la convention internationale sur l’élimination de toutes les formes de discrimination raciale
（Ukraine c. Fédération de Russie）, mesures conservatoires, ordonnance du 19 avril 2011, C.I.J. 
Recueil 2017, p. 104.
⑵　See the Application and the Request for the Indication of Provisional Measures of Protection
Submitted by Ukraine.
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成票が９割以上を占める。この住民投票の結果を受けて，翌11日には，クリミア自治共和
国はウクライナから独立し，主権国家としてロシアと条約を締結し，ロシア連邦の構成主
体として編入されることを求める決議を採択した。ウクライナによると，ロシアはクリミ
ア半島にロシア民族優先政策を課して同地への支配を強化しており，クリミア・タタール
人の政治的団体（メジリス［Mejlis］等）の活動を禁止したり，ウクライナ語の教育機会
を奪うなど，非ロシア民族を差別的に取り扱うことでそれら民族共同体を破壊している，
とされる。
・請求訴状の請求内容（paras. １－４）
⑴　テロ資金供与防止条約（ICSFT）に関して
・テロ活動に従事する違法な武装集団に「資金」を供与していること⎝a ，などによる義
務違反（第11条違反）の確認［Application, para. 134］
・テロ支援ないしテロ資金供与防止の不実施に基づく国家責任の確認［Id., para. 135］
・ICSFT 上の義務履行（テロ集団への支援の即時停止⎝a ，テロ集団への「資金供与」の
調査・防止措置の協力⎝f ，民間人被害に対する金銭賠償⎝g －⎝l ）など）の命令［Id., 
para. 136］
⑵　人種差別撤廃条約（CERD）に関して
・クリミア・タタール人およびウクライナ人に対する人種差別⎝a ，政治的文化的表現の
抑圧⎝c ，言語教育の抑圧⎝g ⎝h ），などによる義務違反の確認［Id., para. 131］
・CERD 上の義務履行（文化抹消政策の停止⎝a ，クリミア・タタール人の権利回復⎝b ⎝c ，
教育への介入停止および言語教育の保障措置⎝g ⎝h など）の命令［Id., para. 131］
二　暫定措置の要請内容（paras. ５-15）
⑴　テロ資金供与防止条約（ICSFT）について
⎝a 　紛争を悪化拡大させる措置を控えること。
⎝b 　武器移転等のテロ資金供与を防止するため適当な国境管理を行うこと。
⎝c 　ロシア領域からの資金や資材等の移転を停止ないし防止すること。
⎝d 　ロシアから既に資金供与を受けている集団がウクライナ内で民間人に対するテロ
行為を実施しない様に確保するためのあらゆる措置をとること。
⑵　人種差別撤廃条約（CERD）について
⎝a 　紛争を悪化拡大させる措置を控えること。
⎝b 　クリミアを含むロシアが実効支配している領域で人種差別行為を控えること。
⎝c 　クリミア・タタール人に対する政治的・文化的な抑圧行為（メジリスの活動禁止）
を停止すること
⎝d 　クリミア・タタール人の失踪を停止するための措置および失踪者の調査を実施す
ること。
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⎝e 　クリミアのウクライナ人に対する政治的・文化的な抑圧行為（ウクライナ語教育の
制限）を停止すること。
※事件の射程：ウクライナ東部については，ICSFT に基づく請求のみ。クリミア半島につ
いては，CERD に基づく請求のみ。（para. 16）
三　命令要旨
Ⅰ．Prima Facie 管轄権（paras. 17-62）
１．序（paras. 11-21）
　裁判所は，原告国の援用する条項が，一見して［prima facie］，管轄権の基礎を提供して
いるようにみえる場合にのみ，暫定措置を指示することができる。ただし，本案に関する
管轄権の存在を最終的に確定する必要はない（prima facie 管轄権要件の定式。para. 11）。
ウクライナは，ICSFT 第24条１項および CERD 第22条を管轄権の基礎と主張しており，
ウクライナもロシアも両条約に留保なしで当事国となっている。
２．紛争の存在（paras. 22-39）
　暫定措置手続においては，⑴当該二国間に法ないし事実に関する不一致の存在を示す証
拠があるか，そして⑵当該不一致が各条約（ICSFT および CERD）の「解釈又は適用」に
関連するか，を検討しなければならない（para. 23）。
　　⎝a 　テロ資金供与防止条約（paras. 24-31）
　訴訟記録から，訴訟当事国間には，2014年春からウクライナ東部で発生した出来事が
ICSFT 上の権利義務に関する問題を生じさせるか否かという点に不一致があるように思
われる。ウクライナは，ロシアが同条約第８，９，10，11，12，11条の義務に違反してい
る，とりわけ，ウクライナ領におけるテロへの資金提供を防止する適切な措置をとってい
ないと主張している。ロシアは，そうした違反はしていないと積極的に否定している（para. 
29）。裁判所は，ウクライナが主張する行為が，一見して，当該条約規定の範囲内に収まり
得るかを確認しなければならないが，ウクライナの主張する行為の少なくともいくつかは
ICSFT の事項管轄内であるように思われる（para. 30）。
※ prima facie 管轄権の確立は上記で十分であり，ICSFT 上の「資金（funds）」の定義や
同条約に国家自身によるテロ行為の資金提供が含まれるかといった争点を判断する必要
はない（para. 31）。
　　⎝b 　人種差別撤廃条約（paras. 32-39）
　提出書類からは，訴訟当事国間には，2014年２月からクリミアで発生した出来事が
CERD 上の権利義務に関する問題を生じさせるか否かという点に不一致があるように思
われる。ウクライナは，ロシアがクリミアにおけるクリミア・タタール人およびウクライ
ナ人に対して組織的な差別を行うことにより同条約上の義務に違反していると主張するの
に対して，ロシアはそうした違反はしていないと積極的に否定している（para. 31）。ウク
ライナが言及する行為，とりわけ，メジリスの活動禁止およびクリミア・タタール人およ
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びウクライナ人の文化的・教育的権利への制約は，CERD の事項管轄内であるように思わ
れる（para. 31）。
３．手続的要件（paras. 40-61）
　ICSFT および CERD には，提訴前に充足すべき手続的要件（外交交渉等による解決の
試み）がある。裁判所は，まず，ウクライナが上記２条約上の実体的義務の履行に関する
紛争を解決するため，ロシアとの交渉を誠実に試みたとみなせるか否か，そしてウクライ
ナはこれら交渉を可能な限り追求したか否か，を評価しなければならない（para. 44）。加
えて，ICSFT 上の紛争については，ウクライナが仲裁裁判による解決を試みたかを，CERD
上の紛争については，「CERD に明示的に定められている手続」による解決を試みたかを，
検討する必要がある（paras. 45-46）。
　　⎝a 　テロ資金供与防止条約（paras. 41-54）
　訴訟記録からは，ウクライナ東部の状況について ICSFT の適用に関する問題が両国間
の交渉で提起されていたように思われる。この事実は提訴前に両国が ICSFT 上の実体的
義務の履行に関して交渉を行っていたことを示しており，これら問題が提訴時において交
渉により解決していなかったように思われる（para. 52）。仲裁裁判への付託に関する要件
については，ウクライナが2016年４月19日の口上書で設置要請をしており，両国は2016年
10月11日の会合で仲裁廷の構成を協議し合意に至らなかった。その後の意見交換も問題を
解決していないことから，要請の日から６ヶ月以内に，両国が仲裁廷構成に合意すること
ができなかったように思われる（para. 52）。
　　⎝b 　人種差別撤廃条約（paras. 55-61）
　訴訟記録により証明される通り，クリミアの状況について CERD の適用に関する問題が
両国間の交渉で提起され，外交文書が交わされている。この事実は提訴前に両国が CERD
上の実体的義務の履行に関して交渉を行っていたことを示しており，これら問題が提訴時
において交渉により解決していなかったように思われる（para. 59）。
※「この条約に明示的に定められている手続」（人種差別撤廃委員会への付託。同11条）の
要件について，当事国間で上記の交渉要件との関係（累積的［and］なのか選択的［or］
なのか）に意見の相違があるが，手続の現段階では判断する必要はなく，人種差別撤廃
委員会への付託の不存在は prima facie 管轄権の決定を妨げるものではない。
４．prima facie 管轄権に関する結論（para. 62）
　以上より，裁判所は ICSFT および CERD に基づく prima facie 管轄権を有する。
Ⅱ．被保全権利および要請されている措置（paras. 63-86）
１．序
　裁判所の仮保全措置指示権限は，当事国の主張する権利が少なくとも尤もらしい理由が
ある［sont au moins plausibles, are at least plausible］場合にのみ行使されなければなら
ない（有理性要件の定式。para. 63）。加えて，保護が求められている権利と要請されてい
る暫定措置との間には連結［un lien, a link］が存在しなければならない（連結性要件の定
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式。para. 64）。
２．テロ資金供与防止条約（paras. 65-11）
　ウクライナは，暫定措置要請のために，ICSFT 第11条のみに基づく主張をしている。そ
して，第11条が第２条に規定される犯罪の防止についての協力を条約当事国に義務付けて
いることから，第11条は第２条と併せ読まれなければならない（paras. 12-13）。
　【有理性】第11条の義務および対応する権利は，第２条上の行為，すなわち，第２条１
項⎝a ⎝b の行為を行うために使用されることを意図して［「意図（intention）」］又は知りな
がら［「了知（knowledge）」］資金を提供し又は収集する行為，を前提としている。暫定措
置の文脈において，条約当事国は，「当該行為が第２条の犯罪を構成することに尤もらしい
理由がある場合にのみ」，一定の行為類型を防止する協力を他の当事国に要請するために，
第11条に依拠することができるのである（para. 14. 強調引用者）。暫定措置手続の段階にお
いて，ウクライナはこれら要素［ロシアの意図・了知，武装集団の行為目的（第２条１
項⎝b ）］の存在に有理性があると認定するのに十分な基礎を提供する証拠
4 4
を裁判所に提出し
てこなかった［l’Ukraine n’a pas soumis à la Cour de preuves, Ukraine has not put before 
the Court evidence］ （paras. 15. 強調引用者）。それゆえ，裁判所は，ICSFT に基づいてウ
クライナが主張する権利について暫定措置の指示要件が満たされていない，と結論付ける
（paras. 16）。
３．人種差別撤廃条約（paras. 11-16）
　ウクライナは，暫定措置要請のため，CERD 第２条および第５条に基づいてのみ主張を
している（para. 11）。
　【有理性】裁判所は，CERD 第２条および第５条が個人を人種差別から保護することを
意図していることに留意する。その結果，暫定措置の文脈において，CERD 当事国は，「申
し立てられている行為が同条約上の人種差別行為に該当することに尤もらしい理由がある
場合にのみ」，第２条および第５条上の権利を自ら援用することができる（para. 12. 強調引
用者）。本件では，当事者により裁判所に提出された証拠に基づくと［sur la base des élé
ments, on the basis of the evidence］，ウクライナが主張するいくつかの行為は有理性の要
件を満たすように思われる（para. 13）。
　【連結性】暫定措置要請⎝c ⎝e に関する CERD 第２条および第５条におけるウクライナ
の諸権利を保護する措置につき，連結性を認容（paras.14-16）。
Ⅲ．回復し得ない損害の危険および緊急性（paras. 87-98）
　本要件の問題は，人種差別撤廃条約に関する暫定措置おいてのみ生じる（para. 11）。
　本件手続で問題となる諸権利，とりわけ，第５条⎝c ⎝d ⎝e 項に規定される政治的，市民
的，経済的，社会的，文化的権利は，それら権利に対する侵害が回復し得ない損害を生じ
させ得る［pourrait se révéler, is capble of causing］性格を有している。裁判記録上の情
報に基づき［En l’ état des éléments versés au dossier, Based on the information before it 
at this juncture］，裁判所は，クリミアにおけるクリミア・タタール人およびウクライナ人
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が被害を受けやすい状況（vulnérabilité, vulnerable）に置かれているという意見である
（paras. 96）。
・人権高等弁務官事務所の報告書（para. 91）
・裁判所は，ロシアの行為がウクライナの主張する権利に対して回復し得ない損害を発
生させ得る［puissent causer, could lead to］緊急の危険性があると考える（para. 91）。
Ⅳ．結論と措置（paras. 99-105）
・権利保全措置（para. 102）
　裁判所は，クリミアの状況に関して，ロシアがクリミア・タタール人共同体（メジリス
を含む代表組織）の活動に対して制限を維持・付加することを控えなければならないと考
える。さらに，ロシアは，ウクライナ語の教育を保障しなければならない。
・紛争悪化防止措置（para. 103）
　裁判所は，特定の権利を保全するための措置を指示する際，事情によって必要と認める
ときは，紛争の悪化ないし拡大を防止するための［一般的な］措置を指示する権限を持つ。本
件では，すべての事情を考慮した上で，既に指示を決定した特定の措置に加えて，両当事国
間の紛争の悪化防止を確保することを目的とした追加的措置の指示が必要であると判断する。
※付言（para. 104）
　ウクライナ東部の状況に関して，裁判所は「ミンスク合意の実施に係る包括的措置」を
支持する安保理決議2202（2015年）を両当事国に想起させ，両当事国が「ミンスク・パッ
ケージ」の完全な履行のために活動することを期待する。
四　主　　文（para. 106）
　裁判所は，以下の暫定措置を指示する。
⑴　クリミアの状況について，ロシアは，人種差別撤廃条約上の義務に従って，以下のこ
とをしなければならない。
⎝a 　メジルスを含むクリミア・タタール人組織の活動に対して制約を課すことを控える
こと。
⎝b 　ウクライナ語による教育を保障すること。
⑵　両当事国は，紛争を悪化・拡大する行為あるいはその解決を困難にする行為を控えな
ければならない。
五　論　　点
　暫定措置（仮保全措置）は，ICJ が「事情によって必要と認めるとき」「各当事者のそれ
ぞれの権利を保全するために」指示されることから（3），暫定措置を指示するために満たす
⑶　国際司法裁判所規程第41条を参照。
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べき要件は暫定措置を必要とする「事情 ［circumstances, les circonstances］」の解釈とし
て論じられてきた（4）。暫定措置の指示を正当化する「事情」が存在するか否かは裁判所の
広範な裁量のもとで個別に判断されてきたが（5），判例上，①「一応の（prima facie）管轄
権」の存在，②回復し得ない損害の存在，③事態の緊急性の３つが要件として確立してき
たと理解されている。しかし，近年，「権利保全」という観点から，④本案権利と被保全権
利の連結性，および⑤被保全権利の有理性，が要件化されてきたように思われる。そして，
本件の意義は主として⑤の有理性要件に関する判断にあるということができる。
１．被保全権利の有理性（Plausibility）
　本案権利に関する論証が暫定措置の要件であるかについてはかねてから学説上で争いが
あり，従来の ICJ 判例はこの問題について慎重であった（6）。しかし，引渡又は訴追義務の
問題に関する事件（ベルギー対セネガル）において，ICJ は本案権利に尤もらしい理由が
存すること（有理性）（1）を独立の要件とする判断を下したといえる。同事件は，「前チャド
共和国大統領アブレ氏を訴追するセネガルの義務又は刑事訴追のために同氏をベルギーに
引渡す義務」に関して，拷問等禁止条約及び慣習国際法を根拠としてベルギーが提訴した
事件であり，「セネガル司法当局がアブレ氏を管理・監督下に置くよう権限内のあらゆる措
置をとること」を暫定措置として求めたものである。同命令において裁判所は，権利保護
に関わる暫定措置の要件を一般的に定式化する中で，以下のように述べているのであった。
「裁判所の暫定措置指示権限は，当事国の主張する権利が少なくとも尤もらしい理由があ
るように思われる［apparaissent au moins plausibles, are at least plausible］場合にのみ行
使されなければならない」（1）
⑷　See Karin Oellers-Frahm, Article 41, in Andreas Zimmermann et al. （eds.）, The Statute of the 
International Court of Justice: a Commentary, 2nd Ed. （Oxford U.P., 2012）, p. 1031.
⑸　スツッキは，「裁判所の裁量は規程41条の文言に黙示されている」と指摘している。See Jerzy
Sztucki, Interim Measures in the Hague Court （Kluwer, 1913）, p. 102. ロゼンヌもまた，「仮保全
措置を規律する法の大部分は，司法立法（judge made）である」と指摘する。See also Shabtai
Rosenne, The Law and Practice of the International Court, 4th Ed., Volume III, Procedure,
（Martinus Nijhoff Publishers, 2006）, p. 1312.
⑹　詳細は，李禎之「国際司法裁判所における仮保全手続の特質 ― 本案権利の蓋然性要件の展開
と限界」浅田正彦他編著『国際裁判と現代国際法の展開（杉原古稀）』（2014年，三省堂）94-113
頁を参照されたい。
⑺　 “Plausibility” は，英米法上も国際法上も日本語の定訳がある訳ではないとはいえ，「蓋然性」
の訳語が定着しつつある。しかし，「蓋然性」が prima facie 管轄権の文脈で prima facie よりも高
度な基準である “probability” を指す用語として使用されてきたことに鑑み，本稿では日本民事
訴訟法において主張の規律に関連する概念である「有理性」が “plausibility” と近似の概念であ
るという理解にたち，同語を意訳的に用いることにする。
⑻　Affaire relative à des questions concernant l'obligation de poursuivre or d'extrader （Belgique
c. Sénégal）, mesures conservatoires, ordonnance du 21 mai 2009, C.I.J. Recueil 2009, p. 151, par.
51.
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　上記定式は被保全権利（本案権利）の存在について一定程度の論証を求めていると解さ
れ（9），後の事件で踏襲されておりことから（10），少なくとも形式上は「本案権利の有理性」
は同定式をもって確立するに至ったと考えられる（11）。
　本件は，同要件の未充足を理由として暫定措置要請を一部棄却した初の事例である。そ
こで以下，有理性要件について，⑴評価対象と認容基準，⑵ prima facie 管轄権との異同，
につき検討する。
⑴　有理性の評価対象と認容基準
　そもそも有理性要件は，「権利の有理性（法的主張の有理性）」，すなわち，原告が主張す
る「権利」自体の存在を評価対象として，その存在が法的に「可能な解釈［possible inter-
pretation］」であるならば，同要件を充足するもの，と理解されていた（12）。同要件が導入
されたベルギー対セネガル事件においてベルギーは，仮保全措置がセネガルによるアブレ
氏の訴追を見届ける権利，ないしは自国が引渡しを受ける権利の保護を意図しているとい
う（13）。すなわち，拷問等禁止条約は「セネガルによる条約規定の遵守を確保する権利［le 
droit d'obtenir le respect par le Sénégal］」をすべての締約国に与えているのであり，ベル
ギーは自国民犠牲者がベルギー内で開始した手続に起因する引渡し請求により，拷問等禁
止条約７条に従ってセネガルによるアブレ氏の訴追を見届ける，ないしは自国が引渡しを
受けるという「特定された権利（un droit spécifique）」を有すると主張していた。これに
対して裁判所は，次のように述べて，ベルギーが主張する権利の有理性を判断しているの
であった。
⑼　ただし，本件命令における有理性要件について，学説の評価は必ずしも一致していない。この
点，酒井は，「裁判所は仮保全措置の要件として funis boni juris 要件を採用したように思われる」
と評価しているが（H. Sakai, “New Development of the Orders on Provisional Measures by the 
International Court of Justice” , Japanese Yearbook of International Law, vol. 52, （2009）, p. 263, 
note 112），他方で，ミュラーおよびマンスールは，本件で fumus boni juris 要件は採用されてお
らず，「当事者は本案請求が認められる可能性を示す必要はない」と述べる（D. Müller & A. B. 
Mansour, “Procedural Developments at the International Court of Justice” , Law & Practice of  
International Courts & Tribunals, vol. 1, （2009）, p. 499.）。
⑽　See Certain Activities carried out by Nicaragua in the Border Area （Costa Rica v. Nicaragua）, 
Order of 1 March 2011, I.C.J. Reports 2011, p. 11, para. 53; Request for Interpretation of the 
Judgment of 15 June 1962 in the Case concerning the Temple of Preah Vihear （Cambodia v. 
Thailand）, Order of 11 July 2011, I.C.J. Reports 2011, p. 545, para. 33; Questions relating to the 
Seizure and Detention of Certain Documents and Data （Timor-Leste v. Australia）, Provisional 
Measures, Order of 3 March 2014, I.C.J. Reports 2014, p. 152, par. 22; Immunités et procédures 
pénales （Guinée équatoriale c. France）, mesures conservatoires, ordonnance du 1 décembre 2016, 
C.I.J. Recueil 2016, p. 1165, par. 11.
⑾　なお，英文の文言に変更はないが，仏文は公文書等の押収・留置事件（東チモール対豪州）以
降，若干の修正（「apparaissent」→「sont」）がみられる。
⑿　詳細は，李「前掲論文」注⑹を参照。
⒀　Affaire relative à des questions concernant l'obligation de poursuivre or d'extrader, supra note 
1, par. 51.
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「拷問等禁止条約の可能な一つの解釈［une interprétation possible］に依拠するものとし
て，当該権利は有理性を有するように思われる［apparaissent ... plausibles］」（14）。
　ここで有理性（plausibility）の基準は，適用条約の「可能な解釈」の提示で判断されて
いるといえる。換言すると，原告の権利の存在に形式的な可能性があれば足りる，と考え
られるのである。
　こうした有理性の基準理解は，同要件の定式化に強い影響を与えたとみられるパルプ工
場事件（アルゼンチン申請，2006年）におけるアブラハム判事の個別意見も同様である。
アブラハム判事は，本案権利を「一定程度の蓋然性（une certain degré de probabilité）を
もって示す」ことまでは要求しておらず，「主張された権利の不存在が明白ではない」こと
で十分であるとする（15）。つまり，同判事によると，fumus boni juris 要件は fumus non mali 
juris 要件にとって代わられているのであり，後者の水準をもって権利の「有理性（plausi-
ble）」は判断されるのである（16）。また，国境地帯におけるニカラグアの活動事件（コスタ
リカ対ニカラグア）におけるグリーンウッド判事も，判例が採用する「有理性（plausible）」
の基準は「合理的可能性（reasonable possibility）」基準であると理解し（11），同事件の暫定
措置段階ではコスタリカによるクリーヴランド仲裁判決の解釈は「有理性がないとして却
下され得ない（cannot be dismissed as implausible）」と述べて，裁判所の判断に賛同して
いる（11）。そして，本件ウクライナ対ロシア事件においても小和田判事の個別意見は，こう
した理解（権利の有理性）に親和的な見解をとっているとみることができるであろう（19）。
　他方，本件の判断（多数意見）は，法的次元での「原告の権利」の存否のみならず，原
告による「事実上の権利保有」と「被告による権利侵害行為」の存否にまで有理性の評価
対象が拡張しており（20），その際の認容基準として，当該行為の存否について証拠に基づく
4 4 4 4 4 4
疎明
4 4
が求めているとみることができる（「請求の有理性」）。
　こうした「請求の有理性」の萌芽は，国境地帯におけるニカラグアの活動事件（コスタ
⒁　Id., par. 60.
⒂　Pulp Mills on the River of Uruguay （Argentina v. Uruguay）, Provisional Measures, Order of 
13 July 2006, I.C.J. Reports 2006, p. 140 （Separate Opinion of Judge Abraham, par. 10）.
⒃　Id., p. 140-141, par. 10-11. Voir aussi Andrea Saccucci, “Fond du litige et indication de mesures 
conservatoires” , Revue generale de droit international public, vol. 112, no. 4 （2001）, p. 120.
⒄　Certain Activities carried out by Nicaragua in the Border Area, supra note 10, pp. 41-41 
（Declaration of Judge Greenwood, para. 4-5）.
⒅　Id., p. 49 （Declaration of Judge Greenwood, para. 10）.
⒆　Application de la convention internationale pour la répression du financement du terrorisme 
et de la convention internationale sur l’ élimination de toutes les formes de discrimination raciale, 
supra note 1, Separate Opinion of Judge Owada, paras. 10-20. なお，小和田判事が，テロ資金供
与防止条約につき有理性の充足を認容する理由は，回復し得ない損害および緊急性の欠如に棄却
を根拠づけることにより，本案予断を回避できる点にある （paras. 25-21）。
⒇　Cameron Miles, “Provisional Measures and the ‘New’ Plausibility in the Jurisprudence of the 
International Court of Justice” , British Yearbook of International Law （2011）, available online at 
www.bybil.oxfordjournals.org, doi: 10.1093/byil/bry011, pp. 32-33 of 46.
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リカ対ニカラグア）の判断にみられる。同事件の係争権利が「ポルティロス島全体および
コロラド川（サンフアン川の支流）に対する主権を主張する権利」および「自国領域の環
境を保護する権利」とされ（21），裁判所はこれら権利が「同一領域に対して両当事者が主張
している領域主権から引き出される諸権利」であり，「問題となっているニカラグアの活動
がなされたポルティロス島の一部は仮定によれば訴訟の現段階において係争地帯とみなさ
れるべき」ことを指摘する（22）。そして，第１暫定措置申請に関連する領域主権について
は，以下のように述べて有理性を認容したのである。
「両当事者から提出された証拠および主張を慎重に検討した結果 ［after a careful examina-
tion of the evidence and arguments presented by the Parties］，ポルティロス島全体に対
してコスタリカが主張している領域主権権原は有理性を有するように思われる。」（23）
　第１措置に関して，係争権利たる領域主権はその存在自体は法的に自明であることから，
ここで問題とされているのは事実次元の有理性（当該係争地帯に対してコスタリカの
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
領域
主権が及ぶか）であると考えられる（24）。確かに上記判示から，「事実に関する主張（factual 
claims）」の有理性判断においては権利（権原）保持を示す「証拠（evidence）」の提示が
求められる（したがって，形式的な解釈の可能性では不十分）と解することが可能である。
ただし，同事件では，原告（コスタリカ）による権利（権原）の事実上の保有が問題であ
り，被告（ニカラグア）の行為は問題とされていない点には留意すべきである（25）。
　この点に関連して，裁判権免除と刑事手続事件（赤道ギニア対フランス）においては，
原告の事実上の権利保有に加えて，被告の行為（認識）が有理性の評価対象とされたとみ
ることができる（26）。同事件では，赤道ギニアが問題の建物を在外公館として使用してきた
と主張したことに対して，フランスが大使館業務の一部が当該建物に移管されていたこと
を認識していた［la France reconnaît, France acknowledges］］ことを指摘して，裁判所は
権利の有理性を認容している（21）。つまり，同事件では，有理性の評価に際して，原告の法
的主張や事実上の権利保有のみならず，被告の行為（事実）までもがその対象になってい
㉑　Certain Activities carried out by Nicaragua in the Border Area, supra note 10, p. 19, para. 55.
㉒　Id., p. 19, para. 56.
㉓　Id., pp. 19-20, para. 51.
㉔　この点に関連して，コロマ判事は有理性要件の射程が曖昧であると批判する。See Certain 
Activities carried out by Nicaragua in the Border Area, id., p. 32, （separate opinion of Judge 
Koroma, paras. 11）.
㉕　Cameron Miles, Provisional Measures before International Courts and Tribunals （Cambridge 
U.P., 2011）, p. 199.
㉖　Immunités et procédures pénales, supra note 10, p. 1141. なお，Lando は本件が「事実上の有
理性（factual plausibility）」の端緒とみる（Massimo Lando, “Plausibility in the Provisional Measures 
Jurisprudence of the International Court of Justice” , Leiden Journal of International Law, Vol. 31
（2011）, p. 1.）
㉗　Immunités et procédures pénales, supra note 10, p.1161, par. 19.
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るのである。
　そして，本件（ウクライナ対ロシア事件）では，被告国ロシアの行為（テロに対する資
金供与行為）の存否が有理性要件の評価対象とされており，同行為に関連して関連条約条
文上の要件である「意図」又は「了知」の存在を原告国が疎明すべきとした点に特徴がみ
られるといえる。
　こうした立場（請求の有理性）の採用については，以下の問題を指摘することができる。
　まず，実体面において，本案予断の危険性が増すという点が指摘できる（21）。この点，有
理性要件と実行指針（practice directions）XI との整合性が問われるであろう。実行指針
XI は，暫定措置段階の口頭手続では，当事国の主張は暫定措置の要件に関連するものに制
限される（29）。しかし，有理性要件が事実次元の主張まで拡張されると，必然的に本案の主
張と重複することになる。
　また，手続面においても，疎明が要求されることによって暫定措置段階での提出証拠の
増加することになり，緊急手続とされる暫定措置の性質（30）との乖離が発生することになろ
う。
　ちなみに，証拠に基づく疎明を要求するという点は，本件以降の判例において踏襲され
ている。
ジャダヴ事件（インド対パキスタン）（31）
45. In the view of the Court, taking into account the legal arguments and evidence presented,
it appears that the rights invoked by India in the present case on the basis of Article 36, 
paragraph 1, of the Vienna Convention are plausible. ［emphasis added］
人種差別撤廃条約適用事件（カタール対 UAE）（32）
54. In the present case, the Court notes, on the basis of the evidence presented to it by the 
Parties, that the measures adopted by the UAE on 5 June 2011 appear to have targeted 
only Qataris and not other non-citizens residing in the UAE. Furthermore, the measures 
were directed to all Qataris residing in the UAE, regardless of individual circumstances. 
Therefore, it appears that some of the acts of which Qatar complains may constitute acts 
㉘　Miles, supra note 20, pp. 40-41 of 46.
㉙　 “In the oral pleadings on requests for the indication of provisional measures parties should 
limit themselves to what is relevant to the criteria for the indication of provisional measures as 
stipulated in the Statute, Rules and jurisprudence of the Court. They should not enter into the 
merits of the case beyond what is strictly necessary for that purpose. ［emphasis added］.”
㉚　国際司法裁判所規則第14条。
㉛　Jadhav （India v. Pakistan）, Provisional Measures, Order of 11 May 2011, I.C.J. Reports 2017, 
pp. 242-243, para. 45.
㉜　Application of the International Convention on the Elimination of All Forms of Racial 
Discrimination （Qatar v. United Arab Emirates）, Order of 23 July 2011, para. 54.
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of racial discrimination as defined by the Convention. Consequently, the Court finds that 
at least some of the rights asserted by Qatar under Article ５ of CERD are plausible. 
［emphasis added］
友好，通商関係および領事権に関する1955年条約の違反事件（イラン対米国）（33）
61. The Court notes that the rights whose preservation is sought by Iran appear to be
based on a possible interpretation of the 1955 Treaty and on the prima facie evidence of 
the relevant facts. Further, in the Court’s view, some of the measures announced on 1 May 
2011 and partly implemented by Executive Order 13146 of 6 August 2011, such as the 
revocation of licences granted for the import of products from Iran, the limitation of 
financial transactions and the prohibition of commercial activities, appear to be capable of 
affecting some of the rights invoked by Iran under certain provisions of the 1955 Treaty 
（see paragraph 66 above）. ［emphasis added］
　なお，イラン対米国事件においては，有理性要件の作用域に関する問題が生じている点
に留意すべきである。それは，「被告の防御方法（主張）」についても有理性要件が機能す
るのかという問題である。同事件の適用法規となる1955年条約には第20条（例外条項）が
含まれてるが，判例上，同条の援用は防御方法と位置付けられ，管轄権レベルではなく，
主張レベルの問題とされる（オイルプラットフォーム事件）（34）。同事件において米国は1955
年条約の第20条に基づく安全保障例外に基づいて有理性要件の充足性を否認する主張を行
ったことに対して（35），裁判所は，この主張を受けて，同条に抵触しない範囲で原告権利の
有理性を認定しているのである（36）。そして，その際，被告の主張（防御）に有理性がある
のか否かは，低水準に設定されている［the application of Article XX, paragraph 1, sub-
paragraphs （b） or （d）, might affect at least some of the rights invoked by Iran under the 
Treaty of Amity （para.61［emphasis added］）］と解する余地がある。しかし，こうした
処理は，被告の主張に基づき，原告の主張
4 4 4 4 4
・
 4
立証に関係なく
4 4 4 4 4 4 4
，原告権利の有理性を否定す
る結果を招くようにも思われる。こうした被告の主張レベルにおける被保全権利・措置の
絞り込みについては，今後の判例展開を注視する必要があろう。
⑵　prima facie 管轄権との異同
　有理性要件が独立の要件であるとすると，他の要件，とりわけ prima facie 管轄権，との
㉝　Alleged Violation of the 1955 Treaty of Amity, Economic Relations, and Consular Rights 
（Islamic Republic of Iran v. United States of America）, Order of 3 October 2011, para. 61.
㉞　Plates-formes pétrolières （République islamique d'Iran c. Etats-Unis d'Amérique）, exception 
préliminaire, arrêt, C.I.J. Recueil 1996, p. 111, par. 20.
㉟　Alleged Violation of the 1955 Treaty of Amity, Economic Relations, and Consular Rights 
（Islamic Republic of Iran v. United States of America）, Order of 3 October 2011, para. 63.
㊱　Id., para. 61.
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関係を明らかにする必要がある。なぜなら，従来，被保全権利の有理性の論証は独立要件
ではなく他の要件の評価に論理的に結合されてきたと考えられたのであり（31），両要件には
重複が指摘されるからである（31）。実際，人種差別撤廃条約の適用事件（カタール対 UAE）
における共同宣言は，prima facie 管轄権と有理性要件を区別せず，前者の欠如を主張して
いる（39）。
　こうした両要件の交錯は，武力行使の合法性事件（暫定措置命令）でも見てとれる。同
事件において裁判所は，ジェノサイドの「意図」の証明をユーゴスラビア（暫定措置申請
国）に要求するとともに，国家に対する武力行使自体はジェノサイドを構成せず，そうし
た証明がなされなかったことを理由として prima facie に管轄権はないと判断し，暫定措置
申請を却下した（40）。管轄権は被保全権利（本案権利）の存在や範囲を決定することに関し
て設定されなければならないため，管轄権と被保全権利の問題は内在的に関連しているの
であり（41），この点をとらえてオエラース－フラームは本件を「仮保全措置の不指示に関し
て，本案管轄権の欠如と合理的見込の欠如との境界線上の事件である」（42），と評価してい
る。
　しかし，両要件について，以下の３点において相違があるとの見解もある。
①　審査手法の相違：証拠の要否
　まず，両要件は，審査手法において異なるとされる。prima facie 管轄権の審査は，申立
て行為と管轄権基礎との間の抽象的な該当性を対象とした法的平面での評価とされるのに
対し，有理性要件（「請求の有理性」）の審査は，証拠に基づく評価，すわなち，事実平面
での評価を含むものとされる（43）。なお，侵害行為に関する事実の評価は問題となっている
義務の性質に依存しており，本件のような防止義務（FTC 第11条）の場合は審査密度が高
まるとの指摘もなされている（44）。
②　証明度の相違 :「prima facie ＜ plausible」？
　また，両要件には，証明度に差異があるとの指摘もある（45）。学説上，ロゼンヌは，本案
に関する一応の論拠は仮保全措置の指示には低い水準で十分と考えている（46）。サールウェ
㊲　例えば，杉原高嶺『国際司法裁判制度』（有斐閣，1996年）215頁，Saccucci, supra note 16, p. 120-
121, 125.
㊳　Lando, supra note 26, p. 11.
㊴　Application of the International Convention on the Elimination of All Forms of Racial 
Discrimination （Qatar v. United Arab Emirates）, （Joint Declaration of Judge Tomka, Gaja and 
Gevorgian）.
㊵　Licéité de l'emploi de la force （Yougoslavie c. Belgique）, mesures conservatoires, ordonnance 
du 2 juin, C.I.J. Recueil 1999, p. 131, par. 40-41.
㊶　Hugh Thirlway, “The Law and Procedure in the International Court of Justice 1960-1919 
（Part Twelve）” , British Yearbook of International Law, vol. 12, p. 15.
㊷　Oellers-Frahm, supra note 4, p. 1043.
㊸　Lando, supra note 26, pp. 21-22. See also Miles, supra note 20, p. 34 of 46.
㊹　Miles, supra note 20, p. 34 of 46.
㊺　Lando, supra note 26, pp. 22-23.
㊻　Shabtai Rosenne, Provisional Measures in International Law （Oxford U.P., 2005）, p. 221.
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イも「蓋然性［probability］は，権利に関する要件より管轄権に関する要件の方が高水準」
と指摘していた（41）。しかし，本件は，prima facie 管轄権を認容したうえで，有理性の未充
足を理由としていることから，証拠評価の点では，有理性要件の証明度が高度になる可能
性もあることが示唆される。
③　対象範囲の相違：被告主張の包含
　最後に，両要件は，対象範囲に相違があるとも考えられる。prima facie 管轄権は，原告
権利の主張のみを対象とするのに対して，有理性の判断は被告の権利の有理性も対象に含
むとされる（41）。
２．回復し得ない損害（irreparable harm）および緊急性（urgency）
　「回復し得ない損害」および「緊急性」は，裁判所規程第41条の「事情」の解釈から導
かれる要件であり，裁判所の裁量による事実評価の問題と位置付けられる（49）。それでは，
⑴回復し得ない損害の評価と⑵緊急性の評価について，判例上の本件の位置付けを概観し
ておきたい。
⑴　回復し得ない損害の評価
　判例上，暫定措置を指示するための要件である「回復し得ない損害」の判断基準として，
次の２つの立場がみられる。まず，ひとつは，非回復性を金銭賠償不可能性と理解する立
場である。これは，早くも中国・ベルギー条約の破棄に関する事件の暫定措置（1921年命
令）においてみられ，エーゲ海大陸棚事件暫定措置（1916年命令）でも採用された基準で
ある（法上の回復不可能性）。他方，判例からは，人命損失が問題となる場合には回復不可
能性が容易に認定されるという傾向をみてとることができる（事実上の回復不可能性）（50）。
そして，本件ウクライナ対ロシア事件は，回復不可能性の認定緩和が「人命」損失から「人
権」侵害へと拡張しているように思われる。
　こうした拡張の端緒は，人種差別撤廃条約適用事件（ジョージア対ロシア）の暫定措置
命令である。同事件では，「本件で問題になる権利，特に CERD 第５条⒝⒟⒤で定める権
利は，これらに対する侵害が回復し難いものになり得る性格を有する。」として，以下のよ
うに述べる。
㊼　Hugh Thirlway, “The Indication of Provisional Measures by the International Court of Justice”, 
in Rudolf Bernhardt （ed.）, Interim Measures Indicated by the International Court （Springer, 
1994）, p. 25.
㊽　Lando, supra note 26, pp. 23-24.
㊾　本件でも事実評価が異なるスコトニコフ判事は，CERD の権利保全措置（主文⑴⒝）につき回
復し得ない損害と緊急性が欠如していると主張する。Application de la convention internationale 
pour la répression du financement du terrorisme et de la convention internationale sur l’élimination 
de toutes les formes de discrimination raciale, supra note 1, Separate Opinion of Judge ad hoc 
Skotnikov, para. 3.
㊿　Miles, supra note 25, p. 229.
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「裁判所は，暴力又は障害に対する身体の安全についての権利および国家による保護につ
いての権利（第５条⒝）の各侵害が生命の潜在的喪失や肉体的侵害に関わり，それゆえ回
復し得ない損害を招くと考える。さらに裁判所は，国境内における移動および居住の自由
についての権利（第５条⒟⒤）侵害も，関係者が欠乏，困窮，苦痛そして生命と健康への
危険にさらされる状況では，回復し得ない損害を引き起こし得ると考える」（51）。
　この点，本件（ウクライナ対ロシア事件）では，人権の脆弱性（vulnerable）を根拠と
して，社会権（第５条⒠）に対する回復不可能性が認容されており（para. 96），「生命・健
康への危険」を超えて，その対象範囲が拡張されていると解することができるように思わ
れる（52）。ただし，近年の判例では，ジョージア対ロシア事件の基準（生命・健康への危険
に限定）への依拠・回帰もみられ（53），本件の拡張傾向（人命から人権へ）が今後一般化し
ていくのかは必ずしも明らかではない。
⑵　緊急性の評価
　CERD に関する措置の緊急性についてロシアは，手続・実体両面の事実評価において緊
急性が欠如している，との主張を行っていた。すわなち，手続面ではウクライナの外交交
渉姿勢と人種差別撤廃委員会の緊急手続の欠如を指摘し（para. 94）（54），実体面ではメジリ
スの活動禁止措置は保安上の理由でとられた措置であり（para. 93），ロシアは言語教育を
保障しているため（para. 95），CERD の侵害行為はない，との主張である。これに対して
ウクライナは，外交交渉による解決の追求は緊急性の欠如を意味せず，ロシアによる
CERD の深刻な違反が継続している（55），と反論した。
　結局，裁判所は緊急性を認定したが（paras. 96 and 91），裁判所による緊急性の判断に
対しては批判がある。トムカ判事は，CERD に関する権利保全措置（主文⑴）に対して，
緊急性の欠如を主張し，緊急性要件の定式との齟齬を指摘する（56）。トムカ判事よると，損
害の発生可能性の認定（定式では「will be caused to」）が，相当に厳密さを欠く形で適用
されている（［could lead to］）という。ただし，この点に関しては，事態の再発可能性が
非常に低い水準 ［il n’ est pas inconceivable, it is not inconceivable］で判断されることとの
　Application de la convention internationale sur l’élimination de toutes les formes de discrimination 
raciale （Géorgie c. Fédération de Russie）, mesures conservatoires, ordonnance du 15 octobre 
2001, C.I.J. Recueil 2008, p. 96, par. 142 （強調引用者）.
　See also Application of the International Convention on the Elimination of All Forms of Racial 
Discrimination （Qatar v. United Arab Emirates）, Order of 23 July 2011, para. 61.
　Alleged Violation of the 1955 Treaty of Amity, Economic Relations, and Consular Rights 
（Islamic Republic of Iran v. United States of America）, Order of 3 October 2011, para. 91.
　See also CR 2011/2, p. 15, para. 36 （Forteau）.
　CR 2011/3, pp. 59-60, paras. 30-31 （Gimblett）.
　Application de la convention internationale pour la répression du financement du terrorisme 
et de la convention internationale sur l’ élimination de toutes les formes de discrimination raciale, 
supra note 1, Declaration of Judge Tomka, para. 1.
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バランスに留意する必要があるように思われる（51）。
３．紛争悪化防止措置
　従来，紛争悪化防止を目的とした暫定措置のみを権利保全措置と独立に指示することは
可能か，という点に関して争いがあった。しかし，この点は，国境地帯におけるニカラグ
アの活動事件（コスタリカ対ニカラグア）（2011年命令：150事件）において，消極に整理
がなされたものと解される。同事件では，紛争悪化防止措置の要請について，本案権利を
保全する措置を補完する限りにおいて本案権利との関連性を認め（51），紛争悪化防止措置を
「特定の権利保全を補完する措置」であることを明確に示した（59）。この点は，プレアビヘ
ア寺院判決解釈請求事件でも「特定の権利保全を目的とする暫定措置が指示される場合」，
事情によって必要と認めるときは，紛争悪化防止のための暫定措置を支持する権限を有す
る，として確認されている（60）。本件ウクライナ対ロシア事件もこうした判例の延長線上に
位置づけられるのであり，権利保全措置と同時に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，一般的な紛争悪化防止措置が指示され
ている（61）。
　しかし，権利保全措置に加えて紛争悪化防止措置の指示が正当化される「事情」とは何
かは，依然として明らかとはなっていない。確かに，軍事衝突がある場合は比較的容易に
紛争悪化防止措置の指示が正当化されると思われる。しかし，紛争悪化防止措置を武力紛
争の存在に限定する理由はなく（62），実際に武力行使に関わらない事案においても指示がな
されている。近年の実行においても，カタール対 UAE 事件（63）およびイラン対米国事件（64）
においては一般的な紛争悪化防止措置が指示されているが，赤道ギニア対フランス事件で
は同様の措置は却下されている（65）。こうした相違が，如何なる要因（紛争主題の影響，被
　Immunités et procédures pénales, supra note 10, p. 1169, par. 19. ちなみに，ウクライナは
ICSFT に関する措置の緊急性の文脈で同基準を援用した主張を行っていた （CR 2011/1, pp. 49-50, 
para. 59 （Cheek））。
　Certain Activities carried out by Nicaragua in the Border Area, supra note 10, p. 21, para. 62.
　Id., p. 26, para. 13.
　Request for Interpretation of the Judgment of 15 June 1962 in the Case concerning the 
Temple of Preah Vihear, supra note 10, pp. 551-552, para. 59.
　なお，人種差別撤廃条約適用事件（カタール対 UAE）の暫定措置命令（UAE 要請）において
裁判所は，権利保全措置が指示されなかったことを理由として，紛争悪化防止措置の指示を却下
している。Application of the International Convention on the Elimination of All Forms of Racial 
Discrimination （Qatar v. United Arab Emirates）, Order of 14 June 2019, para. 21.
　Miles, supra note 25, p. 213.
　Application of the International Convention on the Elimination of All Forms of Racial 
Discrimination （Qatar v. United Arab Emirates）, Order of 23 July 2011, para. 16 and para. 19, 
dispositif ⑵ .
　Alleged Violation of the 1955 Treaty of Amity, Economic Relations, and Consular Rights （Islamic 
Republic of Iran v. United States of America）, Order of 3 October 2011, para. 99 and para. 102, 
dispositif ⑶ .
　Immunités et procédures pénales, supra note 10, p. 1110-1111, par. 96.
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告国側の態度，等々）によるものであるのか，精査が必要であるように思われる。
［付記］本稿は JSPS 科研費19K01314による研究の成果を含むものである。
